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１．概要

・企業の売上高、従業者数は２年連続の増加。経常利益は３年連続の増加。特に製造業は引き続

き好調

(1) 企業数の動向

企業数は、2万6790社。産業別では、製造企業1万3223社（構成比49.4％）、卸売企業5,940
社 （同22.2％）、小売企業3,600社（同13.4％）の順となっている。

(2) 従業者数の動向

常時従業者数は1105.5万人で前年度比6.3％で２年連続の増加となった。製造企業（前年
度比4.8％ 増）、卸売企業（同2.7％増）、小売企業（同11.0％増）、飲食店企業（同10.6％増）
は増加となった。一方、サービス企業は減少となった。

(3) 売上高の動向

売上高は、621.3兆円で前年度比8.0％増と２年連続の増加となった。製造企業は同9.3％
増と３年連続の増加、卸売企業は同7.7％増と４年連続の減少から増加に転じた。小売企業
も同7.3％の増加となった。

(4) 経常利益の動向

経常利益は、25.1兆円で前年度比24.8％増と３年連続の増加となった。製造企業（前年度
比29.1％増）、卸売企業（同29.0％増）、小売企業（同9.6％増）のいずれも増加となった。

(5) 資産の動向

資産は、559.2兆円で前年度比3.5％増と２年連続の増加となった。サービス業（＊）を除く
すべての産業で増加となった。製造業（前年度比5.8％増）、卸売業（同5.1％増）、小売業（同
3.1％増）などで増加となった。

(6) 子会社の動向

企業が保有する子会社数は、8.1万社で前年度比6.6％増と２年連続の増加となった。製造
企業は前年度比7.1％増と２年連続の増加。卸売企業も同7.2％の増加となったが、小売企業
は同▲1.8％減と４年連続の減少となった。

第１表 主要数値

前年度比 前 年度 比 前 年 度 比

(% ) (% ) (% )

2 5 ,3 6 8 2 6 ,7 9 0 5 .6 1 ,0 4 0 .2 1 ,1 0 5 .5 6 .3 5 7 5 .2 62 1 .3 8 .0
製 　造 　業 12 ,4 5 0 1 3 ,2 2 3 6 .2 4 8 4 .7 5 0 8 .1 4 .8 2 5 7 .0 28 0 .9 9 .3
卸 　売 　業 5 ,7 6 7 5 ,9 4 0 3 .0 1 3 9 .0 1 4 2 .7 2 .7 1 8 9 .2 20 3 .7 7 .7
小 　売 　業 3 ,3 5 3 3 ,6 0 0 7 .4 2 2 2 .7 2 4 7 .2 1 1 .0 6 6 .3 7 1 .1 7 .3
情 報 サ ー ビス ・
情 報制 作業 1 ,7 3 2 1 ,9 3 6 1 1 .8 6 3 .0 7 1 .3 1 3 .2 1 7 .9 1 9 .7 1 0 .0

サ ー ビス業 (* ) 1 ,3 0 9 1 ,2 8 1 ▲  2 .1 3 6 .4 3 5 .6 ▲  2 .3 1 9 .5 1 9 .7 1 .5

前 年 度 比 前 年度 比 前 年 度 比

(% ) (% ) (% )

2 0 .1 2 5 .1 2 4 .8 5 4 0 .5 5 5 9 .2 3 .5 7 5 5 .5 80 5 .2 6 .6
製 　造 　業 11 .9 1 5 .4 2 9 .1 2 7 4 .4 2 9 0 .3 5 .8 4 2 9 .0 45 9 .4 7 .1
卸 　売 　業 2 .9 3 .7 2 9 .0 9 8 .2 1 0 3 .2 5 .1 2 0 3 .7 21 8 .4 7 .2
小 　売 　業 1 .7 1 .9 9 .6 4 1 .1 4 2 .4 3 .1 4 7 .1 4 6 .3 ▲  1 .8
情 報 サ ー ビス ・
情 報制 作業 1 .1 1 .2 9 .2 1 5 .9 1 7 .4 9 .5 3 1 .5 3 4 .3 9 .0

サ ー ビス業 (* ) 0 .6 0 .7 1 0 .2 3 7 .1 3 5 .2 ▲ 5 .3 2 4 .3 2 4 .3 0 .2
（注 ）常 時 従業 者 数 、売 上 高 及 び経 常 利益 につ いては 、単 位 未満 を四 捨 五入 して い るため 、合 計値 と一致 しな い 。
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２．従業者の状況

・常時従業者数は、1105.5万人で前年度比6.3％増と２年連続の増加（前年・当年とも提出のあっ

た企業のみの比較では同1.1％増）。

・正社員は843.8万人（前年度比5.3％増）、パートタイム従業者は261.7万人（同9.4％の増）と増

加。受入れ派遣従業者は49.3万人（同25.0％増）と大幅増加。

・常時従業者に対する正社員の比率は76.3％、前年度差0.7ﾎﾟｲﾝﾄ低下と、このところ低下傾向で

推移。

・製造企業の常時従業者は、508.1万人（前年度比4.8％増）。派遣従業者は32.5万人（同29.5％

増）で、労働者派遣事業の業務適用範囲の拡大により大幅な増加。

第１図 常時従業者数の推移

第２表 産業別常時従業者数

（万人）

１５年度 １６年度
前年度比
(%)
１５年度 １６年度

前年度比
(%)
１５年度 １６年度

前年度比
(%)
１５年度 １６年度

前年度比
(%)

合計 1040.2 1105.5 6.3 801.0 843.8 5.3 239.2 261.7 9.4 39.4 49.3 25.0
　製造業 484.7 508.1 4.8 448.1 469.3 4.7 36.5 38.8 6.2 25.1 32.5 29.5
　卸売業 139.0 142.7 2.7 121.3 124.6 2.8 17.7 18.1 2.1 4.3 5.5 27.4
　小売業 222.7 247.2 11.0 103.3 113.2 9.6 119.5 134.1 12.2 2.8 3.3 15.8
　情報サービス・
　情報制作業 63.0 71.3 13.2 60.0 65.4 9.0 3.0 5.9 97.2 4.0 4.3 5.8
　サービス業(＊) 36.4 35.6 ▲ 2.3 31.8 30.5 ▲ 4.2 4.6 5.1 10.6 1.8 2.2 19.4
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３．売上高の状況

・売上高は621.3兆円（前年度比8.0％増）と２年連続増加（前年・当年とも提出のあった企業のみの

比較では同5.3％増）。

・産業別では製造企業（280.9兆円、同9.3％増）は３年連続の増加。卸売企業（203.7兆円、同7.7％

増）は４年連続の減少から増加に転じ、小売企業（71.1兆円、同7.3％増加）は前年に引き続き

増加。

第２図 売上高の推移

第３図 業種別売上高の推移
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４．企業収益の状況

・経常利益は、25.1兆円で前年度比24.8％増と大幅な増加（前年・当年とも提出のあった企業のみ

の比較では同21.0％増）。営業利益も24.2兆円、同18.9％の増加。

・１企業当たり経常利益は、9.4億円（前年度比18.2％増）で３年連続の大幅な増加。卸売企業

（同25.2％増）、製造企業（同21.5％増）、小売企業（同2.1％増）をはじめ、ほとんどの産業で増

加。

・売上高経常利益率は、4.0％（前年度差0.5ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）と上昇。製造企業は、5.5％（同0.9ﾎﾟｲﾝﾄ

上昇）と過去のピークであった１２年度の水準を上回った。

・経常利益が黒字企業の割合は、89.7％（前年度比0.7ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）と、売上高増に加え、費用の

削減効果などから、３年連続の上昇。売上高経常利益率が４％超の企業の割合は31.3％

（同3.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）に上昇。

・１企業当たり当期純利益は、3.6億円（前年度比▲1.6％減）と減少。卸売企業（同▲24.8％減）、

小売企業（同▲89.4％減）は、３年ぶりに減少に転じた。製造企業は、同18.2％増と１３年度をボ

トムに３年連続で改善。

・自己資本比率は36.1％（前年度差1.5ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）と上昇。製造企業は45.4％（同1.1ﾎﾟｲﾝﾄ上

昇）、卸売企業は27.6％（同0.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）、小売企業は、30.9％（同0.5ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）とほとんど

の産業で上昇。

・労働生産性 は、997万円（前年度比▲0.6％減）と減少。小売企業（同▲2.0％減）は平成１２年1

度以降減少傾向で推移。製造企業（同2.5％増）、卸売企業は（同3.0％増）は前年に引き続き増

加。

・労働分配率は、50.9％（前年度差▲1.6％ﾎﾟｲﾝﾄ低下）と付加価値の増加により、３年連続低下。2 3

製造企業（同▲2.7ﾎﾟｲﾝﾄ低下）、卸売企業は（同▲3.6ﾎﾟｲﾝﾄ低下）などで低下。

労働生産性 ＝ 付加価値 ÷ 常用従業者数
１

労働分配率 ＝ 給与総額 ÷ 付加価値 ×１００
２

付加価値 ＝ 営業利益 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 ＋ 減価償却費 ＋ 賃借料
３

第４図 経常利益、営業利益、売上高経常利益率の推移
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第３表 １企業当たり経常利益、売上高経常利益率

第４表 １企業当たり当期純利益、自己資本比率

第５図 売上高経常利益率別の企業数割合

第６図 産業別労働分配率と労働生産性
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売上高経常利益率

１５年度 １６年度
前年度比
(%)

１５年度 １６年度
前年度差
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

 合    計 7.9 9.4 18.2 3.5 4.0 0.5

　製 造 業 9.6 11.6 21.5 4.6 5.5 0.9

　卸 売 業 5.0 6.2 25.2 1.5 1.8 0.3

　小 売 業 5.1 5.2 2.1 2.6 2.6 0.0

１企業当たり経常利益(億円)

１５年度 １６年度
前年度比
(%)

１５年度 １６年度
前年度差
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

 合    計 3.7 3.6 ▲ 1.6 34.6 36.1 1.5

　製 造 業 4.5 5.4 18.2 44.3 45.4 1.1

　卸 売 業 1.7 1.3 ▲ 24.8 27.3 27.6 0.3
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５．事業展開の状況

・売上高でみた本業比率 は、製造企業が82.3％（前年度差0.4ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）で、平成１３年度以降、４

集約化の動きが緩やかになっている。卸売企業、小売企業は、平成１０年度以降、一貫して上昇

を続けている。１６年度は卸売企業が75.3％（同1.4ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）、小売企業が74.1％（同0.9ﾎﾟｲﾝﾄ上

昇）と、ともに７年連続の上昇。

・製造企業の本業比率の最近の変化（１３年度と比較）を業種別にみると、鉄鋼業（8.9ﾎﾟｲﾝﾄ上

昇）、木材・木製品製造業（家具を除く）（4.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）、化学工業（3.8ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）では、本業比

率が上昇。一方、電気機械器具製造業（▲6.2ﾎﾟｲﾝﾄ低下）、情報通信機械器具製造業では（▲3.8

ﾎﾟｲﾝﾄ低下）本業比率を低下させている。

100４
売上高本業比率＝売上高第１位の業種の売上高／売上高全体×

第７図 本業比率の推移

第８図 本業比率の変動幅の大きい業種（製造業）
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６．費用の状況

・売上高に占める営業費用比率は、96.1％で販売費及び一般管理費比率の低下により、前年度

に比べ▲0.4ﾎﾟｲﾝﾄの低下と３年連続の低下。

・産業別にみると、製造企業は、94.8％で売上高は増加し、営業費用が抑制されたことから、

同▲0.6ﾎﾟｲﾝﾄの低下と３年連続の低下。

・卸売企業は、98.5％で同▲0.2ﾎﾟｲﾝﾄ低下、小売企業は、97.5％で同▲0.1ﾎﾟｲﾝﾄの低下。

第９図 営業費用比率の推移

第６表 営業費用比率、売上原価比率、販売費及び一般管理費比率
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合  計 96.5 96.1 ▲ 0.4 81.2 81.2 0.0 15.3 14.9 ▲ 0.4

 製造業 95.4 94.8 ▲ 0.6 79.8 79.8 0.0 15.6 15.1 ▲ 0.5

 卸売業 98.7 98.5 ▲ 0.2 89.3 89.4 0.1 9.4 9.0 ▲ 0.4

 小売業 97.6 97.5 ▲ 0.1 72.9 72.8 ▲ 0.1 24.6 24.7 0.1

販売費及び一般管理費比率

（％）

１３年度 75.6 窯業 2.4 プラ 1.2 医薬卸 4.6 化学卸 4.5 他サ 0.1 エンジニア 0.1

１６年度 79.4 プラ 1.5 電気 0.9 化学卸 3.6 医薬卸 3.5 他サ 0.2 不動産賃貸 0.1

１３年度 79.2 非鉄 2.5 金属 1.7 鉱物卸 1.0 他卸 0.1 建設業 4.2 エンジニア 1.3

１６年度 88.1 非鉄 2.1 金属 1.4 鉱物卸 0.9 再生卸 0.1 エンジニア 2.1 建設業 0.6

１３年度 73.0 情報 7.9 電子 6.8 電気卸 0.6 他機械卸 0.1 建設業 1.0 ソフトウェア 0.5

１６年度 66.8 情報 7.3 電子 4.4 電気卸 10.8 鉱物卸 0.3 建設業 0.4 機械修理業 0.4

１３年度 70.4 電子 12.1 電気 6.1 電気卸 0.3 他卸 0.0 ソフトウェア 3.8 建設業 0.3

１６年度 66.6 電気 14.0 電子 9.1 電気卸 0.2 医薬卸 0.0 ソフトウェア 3.5 建設業 0.1

第５表　兼業分野の状況（製造業）

本業
製造業分野（本業以外） 卸売・小売業分野 その他の事業分野

１位 ２位 １位 ２位 １位 ２位

注：網掛け部分は兼業比率の最も高い業種である。

化学工業

鉄鋼業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業
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７．海外技術収支の状況

・海外技術収支比率 は、前年度の0.93から0.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、1.23と黒字に転じた。５

・製造企業の海外技術収支比率は1.29（前年度差0.28ポイント上昇）、化学工業、電気機械器具

製造業などの黒字が増加し、７年連続黒字を維持。

・製造企業の特許権の海外技術収支比率は1.48（前年度差0.38ポイント上昇）と３年連続黒字を

維持。化学工業、輸送用機械器具製造業が貢献。

海外技術収支比率＝海外供与金額／海外導入金額
５

第７表 海外技術収支

第１０図 製造企業の海外技術収支

0.90

1.07
1.12 1.12 1.09

1.21

1.29

1.01

1.02

0.99

0.89

1.15

0.77
0.81

1.44
1.48

0.7

0 .8

0 .9

1

1.1

1 .2

1 .3

1 .4

1 .5

1 .6

9 10 11 12 13 14 15 16年度

技術収支 特許権技術収支

導 　 　入
（百 万 円 ）

供 　 　与
（百 万 円 ）

技 術 収 支
比 率 (供
与 金 額 /
導 入 金

１ ５年 度 41 9 ,6 2 1 3 9 1 ,3 0 5 0 .9 3 2 1 0 ,7 7 3 2 4 2 ,0 0 1 1 .1 5
１ ６ 年 度 3 8 4 ,2 4 6 4 7 0 ,8 5 7 1 .2 3 2 1 8 ,2 6 9 3 3 4 ,1 9 7 1 .5 3
前 年 度 比 （差 ） ▲  8 .4 2 0 .3 0 .3 0 3 .6 3 8 .1 0 .3 8
１ ５ 年 度 3 5 1 ,4 3 1 3 5 3 ,2 1 9 1 .0 1 1 9 8 ,5 2 9 2 1 7 ,4 4 6 1 .1 0
１ ６ 年 度 3 3 4 ,9 4 5 4 3 0 ,4 5 7 1 .2 9 2 0 9 ,1 3 0 3 0 9 ,7 3 5 1 .4 8
前 年 度 比 （差 ） ▲  4 .7 2 1 .9 0 .2 8 5 .3 4 2 .4 0 .3 8
１ ５ 年 度 35 ,2 1 3 7 3 ,6 8 1 2 .0 9 2 8 ,5 4 0 6 4 ,3 7 0 2 .2 6
１ ６ 年 度 41 ,7 1 6 1 6 4 ,7 8 6 3 .9 5 3 6 ,0 8 1 1 5 4 ,6 2 7 4 .2 9
前 年 度 比 （差 ） 1 8 .5 1 2 3 .6 1 .8 6 2 6 .4 1 4 0 .2 2 .0 3
１ ５ 年 度 26 ,1 1 6 5 0 ,2 8 6 1 .9 3 8 ,0 1 4 1 4 ,6 5 6 1 .8 3
１ ６ 年 度 40 ,7 4 0 2 1 ,6 5 2 0 .5 3 1 4 ,9 4 1 7 ,6 4 6 0 .5 1
前 年 度 比 （差 ） 5 6 .0 ▲  5 6 .9 ▲  1 .4 0 8 6 .4 ▲  4 7 .8 ▲  1 .3 2
１ ５ 年 度 28 ,0 2 6 1 4 ,3 8 5 0 .5 1 1 8 ,7 7 1 6 ,0 6 0 0 .3 2
１ ６ 年 度 61 ,5 3 2 4 9 ,2 6 6 0 .8 0 5 0 ,3 3 5 2 7 ,6 4 8 0 .5 5
前 年 度 比 （差 ） 1 1 9 .6 2 4 2 .5 0 .2 9 1 6 8 .2 3 5 6 .2 0 .2 3
１ ５ 年 度 1 4 9 ,9 4 3 1 0 6 ,6 5 3 0 .7 1 1 0 5 ,4 9 3 7 7 ,3 0 5 0 .7 3
１ ６ 年 度 1 0 0 ,2 2 1 7 2 ,7 0 6 0 .7 3 6 5 ,5 9 5 5 4 ,5 5 7 0 .8 3
前 年 度 比 （差 ） ▲  3 3 .2 ▲  3 1 .8 0 .0 2 ▲  3 7 .8 ▲  2 9 .4 0 .1 0
１ ５ 年 度 13 ,6 2 8 8 ,9 6 6 0 .6 6 1 0 ,3 3 8 3 ,5 5 4 0 .3 4
１ ６ 年 度 19 ,1 9 8 1 7 ,9 0 6 0 .9 3 1 7 ,2 1 6 5 ,8 3 1 0 .3 4
前 年 度 比 （差 ） 4 1 9 9 .7 0 .2 7 6 6 .5 6 4 .1 0 .0 0
１ ５ 年 度 17 ,1 9 6 5 5 ,3 0 1 3 .2 2 9 ,4 5 3 2 2 ,2 2 4 2 .3 5
１ ６ 年 度 18 ,6 0 8 4 6 ,6 5 6 2 .5 1 5 ,6 7 2 2 3 ,7 3 6 4 .1 8
前 年 度 比 （差 ） 8 .2 ▲  1 5 .6 ▲  0 .7 1 ▲  4 0 .0 6 .8 1 .8 3

製 造 業

合 計

　 　 　 　技 術 取 引 海 外 技 術 収 支

技 術 導 入
（百 万 円 ）

技 術 供 与
（百 万 円 ）

技 術 収 支
比 率 （供
与 金 額 /
導 入 金 額

特 許 権 海 外 収 支

電 子 部 品 ・デ バ イ ス 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

化 学 工 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業
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８．研究開発の状況

・製造企業の研究開発費は、9.7兆円（前年度比3.8%増）で２年連続の増加。

・製造企業の研究開発費売上高比率は、4.21％で前年度差▲0.16ﾎﾟｲﾝﾄの低下。

第１１図 研究開発費と売上高研究開発比率（製造業）

９．設備投資の状況

・製造企業の有形固定資産は77.9兆円、前年度比3.7％増と６年振りに増加に転じた。

・有形固定資産当期取得額は、23.6兆円、前年度比4.3％増加。製造企業は12.6兆円、前年度比

15.0％増と２年連続の増加。

第８表 有形固定資産の状況

）第１２図 設備投資（有形固定資産当期取得額）の推移（製造業

（兆円）

15年度 16年度
前年度比
(%)

合計　 170.5 169.4 ▲ 0.7
 製造業　 75.1 77.9 3.7
 卸売業　 15.0 14.5 ▲ 3.2
 小売業　 16.5 15.8 ▲ 3.9
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投 資 額 前 年 比 (右 目 盛 り )

（ 兆 円 ）
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10．子会社・関連会社の保有状況

・子会社・関連会社（以下、子会社という。）を保有する企業は1.2万社、前年度比4.4％の増加。国

内は1.0万社、同3.2％増、海外は4.5千社、同11.0％増。

・子会社数は、8.1万社、前年度比6.6％の増加。国内は5.4万社、同3.5％増、海外は2.6万社、

同13.6％増。

・１企業当たり保有数では、国内は前年と同じ５.２社。海外は５.７社から５.９社と増加、製造企業は

５.７社から５.９社に、卸売企業は６.８社から７.２社にそれぞれ増加。

・海外子会社の地域別構成比は、アジア（56.8％）、ヨーロッパ（16.3％）は拡大し、北米（17.4％）は

縮小。

第９表 子会社の保有状況（企業数）

第１３図 国内・海外子会社数と１企業当たり保有子会社数

子会社を保有する
企業数 国内に保有する 海外に保有する

企業数 企業数
保有比率 (% ) 構 成 比 (% ) 構 成比 (% )

1 5 年 度 11 ,2 28 44 .3 10 ,143 90 .3 4 ,026 35 .9
合 計 16 年 度 11 ,7 25 43 .8 10 ,470 89 .3 4 ,467 38 .1

前 年 度 比 4 .4 ▲  0 .5 3 .2 ▲  1 .0 11 .0 2 .2
15 年 度 5 ,6 54 45 .4 4 ,871 86 .2 2 ,738 48 .4

　製造業 16 年 度 5 ,9 99 45 .4 5 ,102 85 .0 3 ,031 50 .5
前 年 度 比 6 .1 0 .0 4 .7 ▲  1 .1 10 .7 2 .1
15 年 度 2 ,9 56 51 .3 2 ,747 92 .9 863 29 .2

　卸売業 16 年 度 3 ,0 16 50 .8 2 ,778 92 .1 953 31 .6
前 年 度 比 2 .0 ▲  0 .5 1 .1 ▲  0 .8 10 .4 2 .4
15 年 度 1 ,2 45 37 .1 1 ,222 98 .2 119 9 .6

　小売業 16 年 度 1 ,2 52 34 .8 1 ,227 98 .0 127 10 .1
前 年 度 比 0 .6 ▲  2 .4 0 .4 ▲  0 .1 6 .7 0 .6
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